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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　真空容器と、当該真空容器内に設けられ試料を載置する下部電極と、当該下部電極に対
向する位置に配置された上部電極と、前記下部電極に接続される第１の整合器と、当該第
１の整合器を介して前記下部電極に電力を供給する第１の電源と、前記上部電極に接続さ
れる第２の整合器と、当該第２の整合器を介して前記上部電極に電力を供給する第２の電
源とを備えたプラズマ処理装置において、
　前記下部電極に前記第１の整合器からの電力を伝え、且つ、前記真空容器内からこの真
空容器外の大気圧下まで延設された同軸線路であって前記電力が伝えられる内側の導体線
路とこれの外周を囲むシールドとの間をガスが封入されるかまたは真空にされた同軸線路
と、
　前記第１の整合器とは分離され、且つ前記同軸線路の直下で該同軸線路に接続されて大
気に面して配置され、前記試料のピーク・ツウ・ピーク電圧を検出する検出器と、
　前記検出器と前記第１の整合器との間を接続し前記電力を供給する電力供給ケーブルと
を備えたことを特徴とするプラズマ処理装置。
【請求項２】
　真空容器と、当該真空容器内に設けられ試料を載置する下部電極と、当該下部電極に対
向する位置に配置された上部電極と、前記下部電極に接続される第１の整合器と、当該第
１の整合器を介して前記下部電極に電力を供給する第１の電源と、前記上部電極に接続さ
れる第２の整合器と、当該第２の整合器を介して前記上部電極に電力を供給する第２の電
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源とを備えたプラズマ処理装置において、
　前記下部電極に前記第１の整合器からの電力を伝え、且つ、前記真空容器内からこの真
空容器外の大気圧下まで延設された第１の同軸線路であって前記第１の整合器からの電力
が伝えられる内側の導体線路とこれの外周を囲むシールドとの間をガスが封入されるかま
たは真空にされた第１の同軸線路と、
　前記上部電極に前記第２の整合器からの電力を伝え、且つ、前記真空容器内からこの真
空容器外の大気圧下まで延設された第２の同軸線路であって前記第２の整合器からの電力
が伝えられる内側の導体線路とこれの外周を囲むシールドとの間をガスが封入されるかま
たは真空にされた第２の同軸線路と、
　前記第１の整合器とは分離され、且つ前記第１の同軸線路の直下で該第１の同軸線路に
接続されて大気に面して配置され、該第１の同軸線路を伝えられる電力の位相を検出する
第１の検出器と、
　前記第２の整合器とは分離され、且つ前記第２の同軸線路の直上で該第２の同軸線路に
接続されて大気に面して配置され、該第２の同軸線路を伝えられる電力の位相を検出する
第２の検出器と、
　前記第１の検出器と前記第１の整合器との間を接続し前記第１の整合器からの電力を供
給する第１の電力供給ケーブルと、
　前記第２の検出器と前記第２の整合器との間を接続し前記第２の整合器からの電力を供
給する第２の電力供給ケーブルとを備えたことを特徴とするプラズマ処理装置。
【請求項３】
　請求項１または２において、
　前記同軸線路は、前記内側の線路を構成する内導体線路の周囲を囲んで配置された外導
体線路とを有し、前記内導体線路と前記外導体線路とは、非磁性体の電気伝送性物質で形
成されたことを特徴とするプラズマ処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は半導体の製造技術に属する。特にプラズマを用いて半導体ウエハをプラズマ処
理する際に好適なプラズマ処理装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年の半導体素子の高集積化にともない回路パターンは微細化の一途をたどっており、
要求される加工寸法精度はますます厳しくなってきている。また、半導体素子の製造コス
ト低減の目的でウエハの口径が３００mmと大口径化してきているが、歩留りを高めること
を目的に、ウエハの中心から外周付近まで広い範囲でプラズマを均一にして高品質で均一
な加工ができることが要求されている。製品処理にあたっては、微細な回路パターンを異
方性の加工で形成する為に、高周波バイアスが印加されるのが一般的である。この時、ウ
エハに発生する高周波電圧及び自己バイアス電圧がどのような値になるかは、加工上の重
要なパラメータであり、これを正確にモニタすることが重要になる。
【０００３】
　このような目的を達成するため、従来より、ウエハと高周波電源の整合器の間で高周波
電圧を検出することが行われている（例えば、特許文献１，２）。
【０００４】
　これとは別に、高周波伝送路が、高周波の電圧・電流及び位相差に影響を与えることに
ついて、高周波整合器の出力部とウエハでは高周波波形が異なること、したがって、ウエ
ハの電位の情報を得るために、ウエハ電位を直接測定するウエハ電位プローブの手法が有
効であることが知られている（例えば、特許文献３参照）。
【０００５】
　また、従来では、上部の金属材料の平板電極とウエハ（下部電極として動作する）より
なる平行平板型のプラズマ発生装置において、上部電極と下部電極（ウエハ）のそれぞれ
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に同一周波数の高周波バイアスを印加する。それらのバイアス間の高周波電圧位相を制御
するために、上部電極と下部電極の電圧と位相をモニタする手法が知られている（例えば
、特許文献４参照）。
【０００６】
【特許文献１】特開２００３－１７４０１５号公報
【特許文献２】特開２００２－２０３８３５号公報
【特許文献３】特開２００１－３３８９１７号公報
【特許文献４】特開平８－１６２２９２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　プラズマ処理装置において、問題となる現象は、高周波の給電系のインダクタンスと浮
遊容量あるいはウエハなどプラズマと容量結合する電極前面にできるイオンシースの静電
容量により発生する共振である。浮遊容量と給電系のインダクタンスによる共振と、イオ
ンシースの静電容量と給電系のインダクタンスによって発生する共振は、それぞれ独立し
ている。つまり、二つの共振現象が同時に生じている。これにより、測定点から得られた
電圧などの情報が、実際にウエハや電極に発生している電圧などの状態とかけ離れた値を
示すと言う問題が発生する。従来技術の問題点は、本質的にこれらの共振現象が考慮され
ていないことである。
【０００８】
　特許文献１の技術には、明らかに電圧など測定点から得られる情報が、ウエハの情報と
同じ、あるいは、同質であると言う前提条件がある。この前提条件が崩れた場合、本技術
は精度が著しく低下する。
【０００９】
　前記前提条件が一般的なプラズマ処理装置において崩れていることに着目した発明が特
許文献２である。この発明では、電圧などの測定点とウエハの間の等価回路を精密に指定
することにより、測定点の情報からウエハの電圧・電流・位相のほか、ウエハから見た負
荷のインピーダンスなどの情報を得ることができる。しかし、本技術をもってしても、問
題の共振現象の影響は回避できない。なぜなら、共振を起こすインダクタンス成分と浮遊
容量は、本技術の中の等価回路に組み込まれているが、対となるイオンシースの静電容量
が等価回路に組み込まれていないからである。プラズマによるこの共振現象は、本技術か
らすれば予測不可能な現象である。
【００１０】
　さらに言えば、イオンシースの静電容量を等価回路に組み込んで、正確に評価すること
は非常に難しく、事実上不可能である。なぜなら、この静電容量は、ガス圧力・成分やプ
ラズマ発生用の高周波電力などの多くのパラメータに依存して決まるプラズマの特性（電
子密度，電子温度，ガス密度等とこれらのウエハ上の分布）と、ウエハに印加するバイア
ス用高周波電力によって決まる為、その値を正確に算出することができないからである。
もちろん静電容量を算出する理論はあるが、理論に代入するべき数値の正確な値を知るこ
とはできない。つまり、精度保証ができない。
【００１１】
　また、イオンシースの静電容量は、ウエハから見た負荷インピーダンスの値を決める大
きな要素である。ウエハに発生する高周波電圧は、マッチング回路からウエハまでの回路
と、この負荷インピーダンスの組み合わせによって決まる。ところが、イオンシースの静
電容量は、ウエハに発生した高周波電圧によって決まるという性質を持っている。つまり
、この静電容量とウエハ電圧は相互依存性があると言う非線形な関係にある。従って、こ
の静電容量とウエハ電圧の決定は、通常の等価回路シミュレーションでは解くことができ
ず、数値計算法による収束計算を実施しないと決定できない。本計算は、計算開始の為の
基礎データの数値をそろえることと、計算時間の両方の観点から、リアルタイムで行うこ
とは非常に困難である。
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【００１２】
　以上より得られる結論は、等価回路を用いるという技術を使って、問題となる共振現象
を解決できないことである。等価回路を用いても計算できないか、あるいは精度保証がで
きないと言う結果に到る。
【００１３】
　以上の特許文献１あるいは２の技術に対し、特許文献３の技術はウエハの電位を直接測
定する技術であり、原理的には問題の共振現象を回避できる。しかし、本技術は信頼性の
問題があり、実用化は困難である。本技術は、ＷＣ（タングステンカーバイド）の硬い針
によって、ウエハの裏面にある酸化膜や窒化膜を突き破り、ウエハ電圧の直接測定を実現
する。問題は、５０万枚から１００万枚のウエハを次々と処理する半導体製造装置で、ウ
エハの裏面の膜を確実に破って安定した測定を実現することが保証できないことである。
そのような構造を設計することは、大変困難なことである。
【００１４】
　位相に関しても、共振点の前後で位相が大きく変化し、極端な場合位相が逆転すること
は良く知られている。特許文献４のように位相制御する技術においても、問題の共振は制
御性能に重大な支障を与える。問題の共振は、高周波の伝送路のインダクタンスとイオン
シースの静電容量が共振を起こすという現象であり、ウエハに対する高周波バイアス印加
だけでなく、特許文献４のように、ウエハに対向する電極の高周波バイアス印加において
も発生する現象である。特許文献４においても、位相の測定点に関して、問題の共振は考
慮されておらず、特許文献１－３と同じように、問題の共振現象は重大な支障を与えるこ
とがわかる。
【００１５】
　以下に、発明者らが見出した共振現象について詳しく説明する。ここでは例として、ウ
エハを搭載する電極を取り上げる。ただし、これらの二つの共振の問題は、プラズマと容
量結合するいかなる電極に関しても全く同じように発生する。最初に、電極の構造を等価
回路化し、電圧測定（ここではピーク・ツー・ピーク電圧：Ｖpp）を例として、プラズマ
が無くても共振現象が見られることを説明する。これが一つ目の共振、浮遊容量と高周波
伝送系のインダクタンスによる共振である。次に、プラズマがある場合の共振現象につい
て説明する。これが、二つ目の共振、つまり、イオンシースの静電容量と高周波伝送系の
インダクタンスによる共振である。位相測定に関してもまったく同じ結論が得られる。
【００１６】
　一つ目の共振，浮遊容量と高周波伝送系のインダクタンスによる共振について示す。図
１に、ウエハバイアスＲＦ電源から電極までに構成される部品のブロック図を模式的に示
す。ウエハバイアスＲＦ電源の出力から、整合回路，Ｖpp検出器，電力供給ケーブル，電
極の順に構成される。ＲＦ電源から電力供給ケーブルまでは大気中にあり、ウエハを搭載
する電極は真空中にある。図１のブロック図を等価回路に置き直すと図２のような回路に
なる。電力供給ケーブルは一般的な同軸線であり、中心導体のインダクタンス（Ｌ１＋
Ｌ２）と浮遊容量(Ｃ１)がある。電極は、高周波伝送部（等価回路としては同軸構造と同
じ）とウエハを静電吸着する溶射膜（Ｃ３＋Ｒ１）に分かれる。ウエハには、電圧計測用
の高電圧プローブ（８ｐＦ，１０ＭΩ）が接続されるが、インピーダンスが非常に高くて
無視できる為、等価回路には書き込んでいない。図２の等価回路は、一般的なものであり
、実際の電極は、浮遊容量があり（Ｃｓ１，Ｃｓ２で示す）、フォーカスリング等数多く
の工夫が凝らされているために、図２のものより複雑になる。
【００１７】
　実際の電極を用いて、図１の構成で周波数特性を測定した結果を図３（ａ）に示す。横
軸はバイアスとして印加した周波数であり、縦軸は図２のＶ１とＶ２の電圧比である。４
ＭＨｚ以上で共振点がいくつか現れていることがわかる。そこで、電極のインダクタンス
と静電容量を測定し、等価回路を作ってシミュレーションを行った。この結果を図４に示
すが、測定した共振現象を再現できることがわかった。これは、一般的に知られている共
振周波数
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【数１】

によって理解できる。図２の等価回路において、伝送線路のトータルのインダクタンス
Ｌｔは、約１.７μＨ 、伝送線路と電極のトータルの浮遊容量Ｃｔは、約９０８ｐＦであ
った。これを、前記式１に代入すると４.１ＭＨｚ となり、測定結果をよく説明する。し
かし、共振現象そのものは、シミュレーションによって再現できるものの、電圧比は再現
できていない。これは、実際の構造物の電気特性を、測定精度を保証できるだけの正確な
等価回路に置き換えることがほとんど不可能なためである。
【００１９】
　以上述べたように、４ＭＨｚで共振が発生したとすると、共振の帯域幅（Ｑ値）にもよ
るが、共振周波数より低い周波数（この場合２ＭＨｚ以上）の周波数を用いた時の電圧測
定の信頼性が低下する。前記測定した１.７μＨ と９０８ｐＦは、それほど極端に大きな
値ではないことは重要である。電極に数ｍの高周波伝送路を接続すると、簡単に発生する
インダクタンスと浮遊容量である。発明者らの経験では、設計手法や装置構成にも依るが
、１ＭＨｚ以上の周波数のバイアスを用いる時には、この共振現象を考慮する必要がある
。
【００２０】
　次に、二つ目の共振、つまり、イオンシースの静電容量と高周波伝送系のインダクタン
スによる共振について示す。プラズマがある場合、ウエハはプラズマと容量結合する。従
って、プラズマにより新たな静電容量を考慮する必要が生じる。さらに、プラズマがある
ときは、図３（ａ）や図４の場合よりも、さらに共振周波数が低下する場合があることが
考えられる。この新たな静電容量は、ウエハ前面に形成されるイオンシースの静電容量が
支配的になる。このイオンシースの厚さｄshは、理論的に次式で与えられる。
【００２１】

【数２】

　ここで、λdb：デバイ長、ｅ：素電荷、ｋB：ボルツマン定数、Ｔe：電子温度である。
Ｖsh：シースの平均電圧は次式で定義できる。
【００２２】

【数３】

　ここで、τ：バイアスの角周波数、Ｖs（τ）：プラズマ空間電位、ＶB（τ）：バイア
ス電位である。
【００２３】
　最終的なイオンシースの静電容量は、イオンシースの厚さｄshを用いて
【００２４】
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【数４】

である。ここで、ε0：真空の誘電率、ＳW：ウエハ面積である。
【００２５】
　式４では、ウエハ面積が一定であることから、イオンシースの静電容量はイオンシース
厚さに反比例することがわかる。つまり、イオンシース厚さが薄くなる条件が、共振周波
数が低くなる条件に等しい。デバイ長はプラズマの電界遮蔽能力の基本長さであるが、プ
ラズマの密度に反比例して短くなる。プラズマの中では電子温度は大きくても数十パーセ
ントしか変化しないのでこれを無視すると、式２より、イオンシース厚さが薄くなる条件
とは、プラズマ密度が高い時と、バイアス電圧が低い時であることがわかる。このことか
ら得られる結論は、問題としている共振周波数は一定ではなく、例え同一装置においても
、ましてや装置が異なれば、プラズマの生成条件やウエハの加工条件によって変化すると
言うことである。
【００２６】
　通常、半導体製品の加工に使われるプラズマは、電子温度が３ｅＶ程度、プラズマ密度
が１０10～１０12cm-3である。また、バイアスの電圧は、１００～４０００Ｖppである。
これより得られるイオンシースの静電容量は、２００～８０００ｐＦ程度となる。これを
用いて共振をシミュレーションした。模式的な等価回路を図５に示す。これは、図２の等
価回路にプラズマの負荷を加えたものである。ここで、典型的なプラズマの回路として
Ｃ５＝２０００ｐＦ，Ｒ３＝１６０Ωを（３００mmウエハに対応した値）与えたところ、
図６の結果を得た。これより、共振周波数が３ＭＨｚまで低下することがわかった。図５
を見ると判るように、Ｃ５と直列にＣ３、つまり電極溶射膜の静電容量がある。伝送線路
のインダクタンス（Ｌ１～Ｌ４）と共振を起こすのは、Ｃ３とＣ５の合成静電容量である
。ここで、Ｃ３＝７５００ｐＦ(３００mmウエハ対応)とすると、合成容量は１５７９ｐＦ
となる。この値と１.７μＨを式１に代入すると、３.１ＭＨｚという値が得られ、シミュ
レーション結果を良く説明する。このことは、プラズマがある時の共振周波数は、イオン
シースの静電容量と電極溶射膜の静電容量の合成静電容量、及び伝送線路のインダクタン
スで決まっていることを示している。電極溶射膜の静電容量は、装置固有の値をとること
から、共振現象そのものは、伝送線路のインダクタンスとイオンシースの静電容量によっ
て発生すると結論できる。
【００２７】
　このことを実際に装置を使用して検証した。図７に、電極上でのＶppが２０Ｖ一定とな
るようにウエハバイアス電源を出力したときの周波数特性を示す。理論から予測されるよ
うに、共振周波数が極めて低くなっており、この場合２ＭＨｚ以下となった。１.７μＨ
で計算すると、合成静電容量は、４３００ｐＦ程度と見積もれる。この場合、Ｖppが極め
て低いので、シースの静電容量は１００００ｐＦ程度に達する。以上、理論予測のとおり
、バイアス電圧が低い時には、共振周波数が大きく低下することがわかる。
【００２８】
　図５では、電極の持つ静電容量（下部電極では溶射膜が支配的であり、この部分の静電
容量となる）がイオンシースの静電容量と直列に入っている。この直列に入れた静電容量
の効果を検討する。イオンシースの静電容量をＣsh、溶射膜の静電容量をＣel、合成した
静電容量をＣtotとおくと、Ｃtotは直列合成なので次式で求められる。
【００２９】
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【数５】

　このＣtot に対するＣelの影響を計算した結果を図８に示す。Ｃshはプロセス条件によ
って異なる値になるが、Ｃelは設計によって決まる値であり、このＣelを操作することに
より、共振周波数を決めるＣtot を制御できる可能性がある。式５からも判るように、
Ｃtotの最大値はＣelが無限大の時にＣshとなり、Ｃelが有限の値をとる場合は、Ｃtot＜
Ｃshとなる。つまり、Ｃelの働きは、Ｃtot を低下させ、共振周波数を高くする効果があ
ることがわかる。このことは、転じて、ＣshやＣelに直列に静電容量の低いコンデンサを
挿入することで、共振周波数を高くすることが可能であることを意味する。
【００３０】
　この効果を検討する為に、図５の等価回路でＣ３＝１００ｐＦとした時のシミュレーシ
ョンを行った。結果を図９に示す。イオンシースの静電容量による共振周波数は、２２
ＭＨｚまで高くなった。しかし、６ＭＨｚ付近でも共振が見られる。これは、図５のＬ１
～Ｌ４（１.７μＨ）と浮遊容量Ｃ１，Ｃ２（３５０ｐＦ）等による共振である。つまり
、前述したように、浮遊容量と高周波伝送系のインダクタンスによる共振と、イオンシー
スの静電容量と高周波伝送系のインダクタンスによる共振は独立した共振であり、これら
二つの共振周波数をそれぞれ高くすることが必要になる。また、これらのインダクタンス
や浮遊容量は、図５の電力供給ケーブルや電極内部の高周波伝送部に由来しており、構造
上、必ず存在する。従って、イオンシースの静電容量を見かけ上小さくすることは、これ
らの高周波伝送路の共振周波数が、使用する高周波より十分高い時にのみ、効果があると
いえる。
【００３１】
　しかしながら、図９の結果には重大な欠点がある。Ｖ１／Ｖ２比が０.１ 前後と極めて
低いことである。これは、Ｃ３＝１００ｐＦとしたことにより、Ｃ３のインピーダンスが
高くなったため、Ｃ３における電圧降下が無視できないほど大きくなっている為である。
また、この電圧降下量は、プラズマのインピーダンス（シースの静電容量を含む）によっ
て変化する為、測定精度を保証することは難しい。結果として、この電圧効果量が無視で
きるようにしようとすると、１００００ｐＦとか、それ以上のコンデンサを接続すること
になる。この場合、逆に、共振周波数を高める効果はほとんどなくなってしまう。
【００３２】
　以上述べたように、コンデンサを直列に挿入する方法は、多少の効果は期待できるが、
デメリットもあり、効果的な方法とはいえない。ここまで説明したイオンシースによる共
振と高周波伝送路の共振で、共通する回路素子は、高周波伝送路のインダクタンスである
。これを小さくすることにより、全ての共振周波数を高くできることが期待できる。
【００３３】
　これを検証するために、図５において、全ての高周波伝送路のインダクタンスを１／４
に減らした場合のシミュレーションを行った。理論上では、式１より、共振周波数が２倍
になることになる。シミュレーションの結果を図１０に示すが、予想通り、共振周波数は
図６の２倍の６.３ＭＨｚとなった。また、この６.３ＭＨｚ以下には共振はまったく見ら
れない。つまり、各共振に共通な回路素子である高周波伝送系のインダクタンスを低下さ
せることにより、問題となる二つの共振周波数を同時に高くすることができる。
【００３４】
　以上より得られる結論・問題をまとめる。まず、問題の共振現象は二つある。一つ目は
高周波伝送線路のインダクタンスと浮遊容量によって発生する。二つ目は、高周波伝送線
路のインダクタンスとイオンシースの静電容量で発生する。この原理により、共振現象そ
のものが消滅することはありえない。また、ウエハを搭載する電極のように、伝送線路の
インダクタンスと直列に静電容量がある場合、この静電容量も共振周波数の決定に強く関
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与する。イオンシースの静電容量に由来する共振周波数には、バイアスの電圧とプラズマ
密度に強い依存性があり、ウエハの処理条件によって大きく変化する。また、電極溶射膜
の静電容量も関与するので、共振周波数の範囲は装置固有の範囲をとる。
【００３５】
　式１より、これらのインダクタンスや静電容量は、当然低ければ低いほど共振周波数を
高くするので好都合となる。バイアスとして使用する高周波の周波数が、この共振周波数
の近傍にある時は、測定点における電圧測定値は、実際にウエハに発生する電圧よりかけ
離れた値となる。また、測定点の電圧とウエハの電圧の比率は、ウエハ処理条件によって
変わり、一定の値とはならない。ウエハに発生する電圧を等価回路によって定量的に計算
することは、事実上不可能である。位相と電流測定に関しても、結論は同じである。
【００３６】
　過去から現在に到るまで、半導体処理装置のウエハや液晶基板などの寸法は拡大してき
た。これは、製造コスト低減のためである。この傾向は、技術の発達にも依存するが、今
後も続くと予想できる。このように、ウエハなど基板の寸法、つまり、面積の増大は、式
４で示すように、シースの静電容量を増加させる為、共振周波数は低下することになる。
従って、本発明によって提供される技術は、今後の半導体製造における高周波印加にとっ
て、必須の技術になる。
【００３７】
　本発明の目的は、上記共振現象の存在下であっても、電圧や位相の測定を任意の目標と
する精度に容易に設定可能な技術を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００３８】
　上記目的は、真空容器と、当該真空容器内に設けられ試料を載置する下部電極と、当該
下部電極に対向する位置に配置された上部電極と、前記下部電極に接続される第１の整合
器と、当該第１の整合器を介して前記下部電極に電力を供給する第１の電源と、前記上部
電極に接続される第２の整合器と、当該第２の整合器を介して前記上部電極に電力を供給
する第２の電源とを備えたプラズマ処理装置において、前記下部電極に前記第１の整合器
からの電力を伝え、且つ、前記真空容器内からこの真空容器外の大気圧下まで延設された
同軸線路であって前記電力が伝えられる内側の線路とこれの外周を囲むシールドとの間を
ガスが封入されるかまたは真空にされた同軸線路と、前記第１の整合器とは分離され、且
つ前記同軸線路の直下で該同軸線路に接続されて大気に面して配置され、前記試料のピー
ク・ツウ・ピーク電圧を検出する検出器と、前記検出器と前記第１の整合器との間を接続
し前記電力を供給する電力供給ケーブルとを備えたことにより達成される。
【００３９】
　また、前記下部電極に前記第１の整合器からの電力を伝え、且つ、前記真空容器内から
この真空容器外の大気圧下まで延設された第１の同軸線路であって前記第１の整合器から
の電力が伝えられる内側の線路とこれの外周を囲むシールドとの間をガスが封入されるか
または真空にされた第１の同軸線路と、前記上部電極に前記第２の整合器からの電力を伝
え、且つ、前記真空容器内からこの真空容器外の大気圧下まで延設された第２の同軸線路
であって前記第２の整合器からの電力が伝えられる内側の線路とこれの外周を囲むシール
ドとの間をガスが封入されるかまたは真空にされた第２の同軸線路と、前記第１の整合器
とは分離され、且つ前記第１の同軸線路の直下で該第１の同軸線路に接続されて大気に面
して配置され、該第１の同軸線路を伝えられる電力の位相を検出する第１の検出器と、前
記第２の整合器とは分離され、且つ前記第２の同軸線路の直上で該第２の同軸線路に接続
されて大気に面して配置され、該第２の同軸線路を伝えられる電力の位相を検出する第２
の検出器と、前記第１の検出器と前記第１の整合器との間を接続し前記第１の整合器から
の電力を供給する第１の電力供給ケーブルと、前記第２の検出器と前記第２の整合器との
間を接続し前記第２の整合器からの電力を供給する第２の電力供給ケーブルとを備えたこ
とにより達成される。
【発明の効果】
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【００４０】
　以上詳細に説明したように本発明によれば、イオンシースと高周波伝送線路に起因する
共振周波数を高くするように、高周波伝送路と電圧や位相の検出回路を最適化できる。こ
れにより、高周波電圧と位相を正確に検出することができる。また、プラズマ処理装置の
動作を最適な状態で安定に運転することが可能になる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４１】
　前述したように、共振は無くならない事、計算や校正による補正ができないことより、
課題の解決方法は、測定対象の電極（ウエハ等プラズマと容量結合する電極）に於ける電
圧や位相情報に対して、測定点での電圧や位相情報が等価あるいは同質であるように、装
置を構成することに限られる。このような装置構成は、共振周波数を高くして電圧などの
検出が共振の影響を受けないような装置構成である。
【００４２】
　まず、共振周波数をできるだけ高くすることを考える。ここで、“最低共振周波数”と
いう言葉を記号ｆＬで定義する。最低共振周波数は、あるプラズマ処理装置とその装置の
使用条件の範囲で現れる、最も低い共振周波数とする。ここで、図３（ａ）の共振周波数
を４ＭＨｚとし、横軸を４ＭＨｚに対する比率で表すと、図３（ｂ）のようになる。ここ
で、たとえば、電圧測定精度±５％以内の装置構成を目的とした場合を考える。図３(ｂ)
から、電圧測定精度±５％を満たす条件（Ｖ１／Ｖ２が０.９５～１.０５）は、周波数比
が０.５ 以下であることが判る。このことより、この最低共振周波数は、使用するバイア
ス用高周波（記号ｆＢとする）の少なくとも２倍以上になるように、装置を構成する必要
があることが判る。これにより、電圧や位相測定に対する共振現象の影響を無視できるレ
ベル以下にすることが可能になる。これを数式で表現すると、
【００４３】
【数６】

である。式１を式６に代入して変形すると、共振を発生させるインダクタンスと静電容量
に対する条件を導くことができ、次式のようになる。
【００４４】
【数７】

　ここで、Ｌは伝送路のインダクタンスなど共振を起こすインダクタンスの代表値、Ｃは
共振に関与する静電容量の代表値で、高周波伝送経路の浮遊容量、あるいは、イオンシー
スの静電容量（イオンシースの静電容量に直列に入る静電容量を含む）である。
【００４５】
　前述したように、共振周波数を決定するのは、イオンシースの静電容量、高周波伝送線
路のインダクタンス及びこのインダクタンスに直列に入った静電容量、および浮遊容量で
ある。イオンシースの静電容量は、装置とその装置の運転条件に依存して決まることから
、一般には制御不可能なパラメータとなる。また、電極溶射膜の静電容量は、溶射膜材料
の誘電率と膜厚で決まるが、３００mmウエハを対象とした場合、２０００～５００００
ｐＦ程度になる。ただし、溶射膜の静電容量は、ウエハの吸着や除電方式やそれらの性能
、さらには、耐電圧の観点から、自由に制御できるパラメータとはならない。浮遊容量に
ついても同様である。
【００４６】
　溶射膜の静電容量は、そのインピーダンスによる電圧降下が無視できるように、できる
だけ大きい方が望ましい。溶射膜の静電容量は、高周波伝送路に直列に挿入されるので、



(10) JP 5150053 B2 2013.2.20

10

20

30

40

共振周波数を下げる効果は無い。従って、これを小さくして共振周波数を上げ、別のデメ
リットが生じるより、デメリットが無い状態にしておくほうが望ましいからである。また
、電極とアース間の浮遊容量は、伝送線路に起因した共振周波数が高くなるように、でき
るだけ小さい方が望ましい。
【００４７】
　前述したように、共振の影響を回避する為には、測定対象の電極（ウエハ等プラズマと
容量結合する電極）に於ける電圧や位相情報に対して、測定点での電圧や位相情報が等価
あるいは同質となる必要がある。つまり、共振周波数を高くする必要があるのは、あくま
でも測定点と対象となる電極の間だけであることが重要である。高周波電源から整合器を
通して電極に到る全ての高周波伝送路における共振の有無は、別の問題があるものの、本
技術に関する限り重要ではない。
【００４８】
　以上より、課題を解決する一つ目の手段は、測定点（Ｖpp検出器あるいは位相検出器）
と測定対象の電極との間のインダクタンスを、式６を満たすように低下させることである
。図６の結果に対して、インダクタンスを１／４に減らすことで、図１０の結果が得られ
ることから、この方法で効果が得られることが判る。これを実現する手段は、二つある。
一つは、実際の高周波伝送路のインダクタンスを低下させること。これには、高周波伝送
路を単に短くすることと、高周波伝送路の構造自体を低インダクタンスの構造に変更する
ことを含んでいる。もう一つは、測定点を測定対象の電極に近づけることである。これは
、高周波伝送路を短くすることと等価である。この二つの技術を単独で用いることもでき
るが、組み合わせることにより、より大きく共振周波数を高くすることができる。
【００４９】
　高周波伝送路を短くすることを考える。例えば、図５において、電力供給ケーブルと電
極内の高周波伝送部の長さを１／２にすることで、共振周波数を１.４倍近くまで高くす
ることができる。しかし、電力供給ケーブルを短くすることは、半導体製造装置を用いる
時の整合器の配置（レイアウト）に大きく影響する。また、電極内の高周波伝送部を短く
すると、電極の機能（例えば、電極が上下に稼動できる機能を持っていたとすると、上下
の稼動範囲が小さくなる）に影響する。従って、高周波伝送路を短くすることには限界が
ある。この方法で十分共振周波数が高くならない場合は、前述したように、他の共振周波
数を高くする技術を併用する必要がある。
【００５０】
　以上述べた内容をベースとして共振周波数を高くする具体的な方法を説明する。ここで
は、図４，図６の結果を再現する簡単な共振モデルを作成し、理論的に最適解を求める。
このために、図２と図５に示した電力供給ケーブルと電極内の高周波伝送部を、一つの高
周波伝送経路で代表させる。
【００５１】
　高周波伝送路は、大電力を伝送するので、中心導体の周囲をシールドする構造が必要に
なる。最も一般的な構造が図１１に示す同軸構造である。内導体(半径ａ，比透磁率μ１)
に高周波電力が流れ、接地した外導体（内径ｂ，外径ｃ，比透磁率μ２）で囲まれている
。ただし、ａ＜ｂ＜ｃである。この外導体には、高周波の戻りの電流が流れる。従って、
内導体と外導体の電流値は同じで流れる方向が逆である。内導体と外導体の間は比透磁率
μ０，比誘電率εの誘電物質（気体・液体・固体あるいは真空でもかまわない）で充填さ
れている。
【００５２】
　図１１の同軸構造の長さをｌとおくと、同軸構造のインダクタンス（Ｉnduct ）は次式
で与えられる。
【００５３】
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【数８】

　この式７から重要な結論が得られる。つまり、インダクタンスを最小にするには、図
１１で示した比透磁率（μ０，μ１，μ２）は全て１でなくてはならないことである。つ
まり、内導体，外導体は非磁性体の電気伝導性物質でなくてはならない。誘電物質も、非
磁性体でなくてはならない。
【００５４】
　次に、内導体と外導体の間の静電容量（Ｃap）を求める。これは、次式で与えられる。
【００５５】
【数９】

　この式８からも重要な結論が得られる。つまり、同軸構造の中間部にある誘電体の比誘
電率はできるだけ小さくする必要がある。可能ならば、比誘電率が１の状態（つまり真空
層あるいはガス層）が望ましい。例えば、耐電圧を上げると言う観点から、何らかの液体
あるいは固体を充填するのならば、比誘電率が９のアルミナより、比誘電率が３の石英の
方が望ましいし、さらに、比誘電率が２.５前後のフルオロカーボン材の液体か固体を充
填するほうが望ましいということになる。当然、間に真空やガス層を含んだハイブリッド
構造にし、誘電率をさらに下げることは有効な手段となる。このようなハイブリッド構造
の一例としては、内導体の外面と、外導体の内面を耐電圧を確保するのに十分な厚さのテ
フロン（登録商標）コーティングを施し、外導体と内導体の間に真空（あるいはガス）層
を設けることである。
【００５６】
　図１１で考えた同軸構造の一端に高周波電源の整合器が取り付けられ、整合器出口に電
圧や位相の検出器があるとする。そして、同軸構造の反対側の一端にプラズマと容量結合
する電極が取り付けられるものとする。通常、このような電極は面積の大きな平板である
ことが多く、この電極内にはインダクタンス成分は無いものとする。しかし、構造上、こ
のような電極は周囲が接地された導体で囲まれることが多く、この電極と接地導体との間
の浮遊容量Ｃｓを求める必要がある。簡単な構造であれば、手計算で浮遊容量を算出でき
る。複雑な構造のものは、測定するか、市販の電磁場シミュレーションソフトを使うと算
出できる。ここでは、この浮遊容量Ｃｓの算出方法は省略する。
【００５７】
　以上より、高周波伝送路のインダクタンスと浮遊容量による共振周波数(Reso_Line) は
、式１を書き換えることにより、次式で与えられる。
【００５８】
【数１０】

　ここでｌ＝３.３ｍ、ａ＝２mm，ｂ＝１８.５mm，ｃ＝２２mm，Ｃｓ＝７００ｐＦ，ε＝
２.５と置くと、Ｉnduct＝１.７μＨ,Ｃap＝２０６ｐＦとなり、Reso_Line＝４.１ＭＨｚ
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が得られて、図３（ａ）および図４の結果を再現できる。
【００５９】
　さらに、イオンシースの静電容量Ｃsh＝２０００ｐＦ、電極ヘッドの静電容量Ｃel＝
７５００ｐＦとおくと、イオンシースの静電容量による共振周波数(Reso_sh) は、式５を
用いて次式より、Reso_sh＝３.１ＭＨｚとなって、図６の結果を再現できる。
【００６０】
【数１１】

【００６１】
　以上述べたように、図３（ａ）や図７の実験結果は、等価回路シミュレーションだけで
なく、式９，式１０の理論式でも解析できることがわかる。そこで、同軸管の形状パラメ
ータである、ａ，ｃ，ｌを用いて、最適形状の求め方を説明する。
【００６２】
　まず、ａ＝１５mm，ｂ＝１８.５mm，ｌ＝３.３ｍとおいて、ｃ依存性を調べる。結果を
図１２に示すが、ｃの増加に伴い、共振周波数は単純減少する結果になった。これは、中
心導体を通る電流に対して、戻り電流が外導体を通るために生じる現象である。つまり、
それぞれの電流による漏洩磁束が互いに打ち消しあって同軸構造全体の漏洩磁束、つまり
インダクタンスが決まるが、ｃがａより遠くなると漏洩磁束の打ち消しあいが少なくなり
、結果として、インダクタンスが増えると言う現象である。従って、外導体は、設計上許
される範囲内で、できるだけ薄い方が良いと言う結論が得られる。
【００６３】
　次に、ｂ＝１８.５mm，ｃ＝２２mm，ｌ＝３.３ｍとおいて、ａ依存性を調べる。結果を
図１３に示す。内導体の半径ａが大きくなると、式７より、同軸構造のインダクタンスは
単調減少する。このため、式１０で与えられるイオンシースの静電容量による共振周波数
（Reso_sh）は、単調に増加する。しかし、式８の同軸構造の静電容量は、ａが大きくな
ると増加する。式９で与えられる高周波伝送路のインダクタンスと浮遊容量による共振周
波数（Reso_Line）は、減少するＩnductと増加するＣapの積で決まるが、ａが大きくなる
とＣapの増加割合がＩnductの減少割合を上回るようになる為、結果として、Reso_Lineは
最大値を持つようになる。ここで、式６で用いた最低共振周波数ｆＬは、次式で定義でき
る。
【００６４】
【数１２】

　なお、min（ｘ，ｙ）という表現は、「ｘとｙのうちの小さい方」という数学表現であ
る。この定義を用いると、図１３の最適解は、ｆＬを最大にするａということになる。図
１３はａの依存性を調べた例であるが、ｂ，ｃ，ｌ等への依存性も考えると、図１１の最
適構造は、ある有限のｌに対して式１１を最大にするａ，ｂ，ｃの組み合わせと言うこと
になる。
【００６５】
　ここで、図１３の最適解を導く。図１３に記入したＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄの４点を検討する。
Ｂ点は（ａ＝１０.９７５mm）で、Reso_LineとReso_shの交点である。Ａ点はＢ点よりａ
が小さい場所で、ここではａ＝１０.０mmとする。Ｃ点は、Reso_Lineの最大値を与える場
所で、誤差の範囲でａが最も大きいところ（ａ＝１１.９mm ）である。Ｄ点は、Ｃ点より
ａが大きい場所で、ここでは、ａ＝１３.０mm とする。この４点で、それぞれｆＬを計算
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すると次のようになる。
Ａ点では：ｆＬ＝min（５.３４８ＭＨｚ，５.１１８ＭＨｚ）＝５.１１８ＭＨｚ
Ｂ点では：ｆＬ＝min（５.３９５ＭＨｚ，５.３９５ＭＨｚ）＝５.３９５ＭＨｚ
Ｃ点では：ｆＬ＝min（５.４０８ＭＨｚ，５.６７７ＭＨｚ）＝５.４０８ＭＨｚ
Ｄ点では：ｆＬ＝min（５.３６８ＭＨｚ，６.０４３ＭＨｚ）＝５.３６８ＭＨｚ
　以上より、図中のＣ点が最適解であり、ａ＝１１.９mm，ｆＬ＝５.４０８ＭＨｚとなる
。
【００６６】
　高周波伝送系を短くすることは、装置のレイアウトや機能の関係で、大きな効果が得ら
れ難いことは既に述べた。一般に、電圧や位相の検出回路は高周波電源の制御系とも関与
するので、整合器に内蔵される。しかし、この検出回路を整合器と分離して適切な位置に
設置することにより、高周波伝送系を短くするのと同じ効果が得られる。このブロック図
を図１４に示す。図５と比べると判るように、検出器を電極と電力供給ケーブルの間に設
置する。この方法のメリットは、共振を考慮する上で、電力供給ケーブルのＬ１，Ｌ２，
Ｃ１を考慮する必要がなくなるということである。また、この方法は、図１５に示すよう
に、検出器を内蔵した整合器を直接電極に接続することと、機能的に等しい。ただし、整
合器を電極に直結するのは、整合器が比較的小さく、電極下部に整合器を取り付けられる
だけの空間がある場合に限られる。従って、図１５の方法は一般的な方法とはいえない。
【００６７】
　極端な場合、図１６に示すように検出器を電極内部に内蔵するということも考えられる
。図１６の方法では、検出部と電極の間にインダクタンスが無い為、本質的に共振現象そ
のものの影響を逃れることができる。しかしこの方法は、いくつかの問題があり、結果と
して信頼性などに問題が残ってしまう。これらの問題とは、（ａ）使用する電気部品（抵
抗，コンデンサ，コイル，ダイオード、など）は、大気中で使用されることが前提であり
、真空中の使用では性能保証されないこと、（ｂ）電気部品からの発熱は避けようがない
が、真空中ではほとんど熱が逃げない為、連続使用できない。あるいは、放熱の為の特殊
な構造が必要になり、結果として装置原価が上がってしまう、（ｃ）腐蝕性ガスによる部
品の劣化が生じる可能性が高い、（ｄ）膜堆積が生じる場合、回路動作に影響が出る可能
性が高い、（ｅ）プラズマ生成用の高周波の回り込みにより、回路に損傷が生じる可能性
が高い、（ｆ）同じく、プラズマ生成用の高周波の回り込みにより、回路周辺でプラズマ
が発生して、回路が損傷したり、回路動作に影響したりする可能性が高い、などである。
これら全ての問題は、解決不可能な問題ではないものの、非常に高価な装置になったり、
また、信頼性に問題が残ることになりかねない。図１４のように、小さな検出器を電極の
大気側に装着することで問題が解決するならば、わざわざ大きなデメリットを抱えて真空
中に検出部を設けるべきではない。この意味で、図１４の方法は、非常に現実的な解決方
法であるといえる。
【００６８】
　図１４の構成を念頭に、まず、ａ＝１１.９mm，ｂ＝１８.５mm，ｃ＝２２mmとおいて、
ｌ依存性を調べる。結果を図１７に示す。ｌを小さくすることで、共振周波数を非常に高
くすることができることが判る。イオンシースによる共振周波数(Reso_sh) は、式７によ
るインダクタンスの低下で共振周波数が高くなる。しかし、高周波伝送系の共振周波数
(Reso_Line) は、式８の静電容量と式７のインダクタンスが同時に減少するため、共振周
波数が急激に高くなる。当然、式７～１０より、ｌ→０の時、Reso_Line→∞，Reso_sh→
∞である。
【００６９】
　以上より、ｌを小さくすることで、共振周波数を急激に高くすることができることが判
る。そこで、現実的な電極下部の高周波伝送系の長さｌを０.５ｍ とした時、共振周波数
のａ依存性を図１８に示す。図１３の結果と比べると、共振周波数が２～４倍になってい
ること、ａの最適値が異なることが判る。ここで、図１３の場合と同様、図１８の最適解
を導く。図１８に記入したＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄの４点を検討する。Ｂ点は(ａ＝１５.５１mm)
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で、Reso_Line の最大値を与える場所である。Ａ点はＢ点よりａが小さい場所で、ここで
はａ＝１５.０mmとする。Ｃ点は、Reso_LineとReso_shの交点（ａ＝１７.０９３mm）であ
る。Ｄ点は、Ｃ点よりａが大きい場所で、ここでは、ａ＝１８.０mm とする。この４点で
、それぞれｆＬを計算すると次のようになる。
Ａ点では：ｆＬ＝min（２０.６７６ＭＨｚ，１７.５２１ＭＨｚ）＝１７.５２１ＭＨｚ
Ｂ点では：ｆＬ＝min（２１.７５２ＭＨｚ，１８.１１ＭＨｚ）＝１８.１１ＭＨｚ
Ｃ点では：ｆＬ＝min（２０.２３ＭＨｚ，２０.２３ＭＨｚ）＝２０.２３ＭＨｚ
Ｄ点では：ｆＬ＝min（１５.１６２ＭＨｚ，２１.７１３ＭＨｚ）＝１５.１６２ＭＨｚ
　以上より、図中のＣ点が最適解であり、ａ＝１７.０９３mm，ｆＬ＝２０.２３ＭＨｚと
なる。また、Ｃap＝８７９ｐＦ，Ｉnduct＝０.０３９μＨである。ここで注意が必要なの
は、図１８の場合最適解はReso_LineとReso_shの交点であったが、図１３の場合は交点以
外の場所であったことである。ここでは、例として、ｂ，ｃ，ｌに何らかの制約があると
いう仮定の基で、ａのみの最適化を行った。
【００７０】
　本来最適解は、ある有限のｌに対して式１１を最大にするａ，ｂ，ｃの組み合わせで求
められなくてはならない。当然の事であるが、ａ，ｂ，ｃには、共振周波数意外に、材料
強度的に十分である等の構造面や耐電圧などの電気的な面等、他の条件から決まる制約が
付くのが一般である。例えば、構造体として十分強度を持たせる場合は、ｃ－ｂは、材質
がステンレス鋼の場合５mm以上でなくてはならないとか、耐電圧の為にはｂ－ａは５mm以
上でなくてはならない、とかいった条件である。ここでいう、ａ，ｂ，ｃの組み合わせは
、このような他の条件からの制約も含めた、最適なａ，ｂ，ｃでなくてはならない。例え
ば、ｌ＝０.５ｍ，２mm＜ａ＜ｂ＜ｃ＜１００mm，ｂ－ａ＞５mm，Ｃ－ｂ＞５mm で最適化
を行うと、式９のReso_Lineを最大にするａ，ｂ，ｃの組み合わせとして、ａ＝80.709mm
，ｂ＝９５mm，ｃ＝１００mmを得る。また、式１０のReso_sh を最大にする組み合わせと
して、ａ＝９０mm，ｂ＝９５mm，ｃ＝１００mmを得る。ｂ，ｃがこのような値になるのは
、（ａ）図１２の結果が示すように、外導体が薄い方が、共振周波数が高くなること、
（ｂ）式７が示すようにａ，ｂ，ｃの絶対値が大きいほど、インダクタンスが小さくなる
からである。どのような場合でも、ｂ，ｃは必ずこのような性質を持つ。この結果、この
最適化は、ａの最適化と等しくなる。図１９に示すように、最適解はReso_LineとReso_sh
の交点から得られ、ａ＝８７.７７３mm，ｆＬ＝２１.５１２ＭＨｚとなる。以上で最適化
が完了したことになる。
【００７１】
　そこで、実際にプラズマ発生条件を変えた時の共振周波数を確認する。このために、ａ
＝１７.１mm，ｂ＝１８.５mm，ｃ＝２２mm，ｌ＝０.５ｍとし、Ｃap＝８７９ｐＦ，
Ｉnduct＝０.０３９μＨ，電極の浮遊容量を７００ｐＦ、溶射膜の静電容量を７５００
ｐＦとした時の、共振周波数のシースの静電容量Ｃsh依存性を調べる。結果を図２０に示
す。変化するのはＣshのみなので、Reso_sh のみが、Ｃshの増加と共に減少する。Ｃsh＝
１００００ｐＦの条件でも、Reso_sh は１２ＭＨｚ程度に収まっている。この様子を回路
シミュレーションした結果を図２１（Ｃsh＝２０００ｐＦ）と図２２（Ｃsh＝１００００
ｐＦ）に示す。解析結果の図２０とほとんど同じ共振周波数を再現していることがわかる
。この結果の場合、電極に印加する高周波の周波数としては、最大５～６ＭＨｚまでが使
用可能である。
【００７２】
　以上により、同軸モデルを用いて、高周波伝送系の最適化が可能であることが判る。実
際の電極の高周波伝送系が完全な円筒形の同軸構造でなくても本モデルが使用可能である
。問題となるのは、これまでに取り扱ったパラメータ、つまり、高周波伝送系のインダク
タンスと浮遊容量、電極の浮遊容量と電極溶射膜の静電容量（必要な場合）である。例え
ば、本モデルを用いて必要な高周波伝送系のインダクタンスと浮遊容量を算出し、実際の
電極の高周波伝送系のインダクタンスと浮遊容量を市販の電磁場解析ソフトで解析してや
ればよい。このような方法を採用することにより、例えば、矩形の同軸構造であっても、
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最適化設計が可能である。
【００７３】
　以上述べた最適化設計法を実施した第一の例を以下に示す。図２３は本発明で使用した
エッチングチャンバの縦断図面である。本実施例は、ＶＨＦ(Very High Frequency) と磁
界を利用してプラズマを形成するＶＨＦプラズマエッチング装置の一例である。真空容器
１０１には、円筒状の処理容器１０４と、アルミ，ニッケル等の導電体でなる平板状のア
ンテナ電極１０３と、電磁波を透過可能な石英，サファイヤからなる誘電体窓１０２で構
成される上部開口部が、Ｏ－リング等の真空シール材１２７を介して気密に載置され、内
部に処理室１０５を形成している。処理容器１０４の外周部には処理室を囲んで磁場発生
用コイル１１４が設けてある。アンテナ電極１０３はエッチングガスを流すための多孔構
造となっている。ＣＦ4，Ｃ4Ｆ6，Ｃ4Ｆ8，Ｃ5Ｆ8，ＣＨＦ3，ＣＨ2Ｆ2等のフロンガス、
Ａｒ，Ｎ2等の不活性ガス、Ｏ2，ＣＯ等の酸化含有ガスは、ガス供給装置１０７に内設し
たＭＦＣからなる流量調整手段（図省略）で制御し、前記ガス供給装置１０７を介して処
理室１０５内に導入する。また、真空容器１０１には真空排気装置１０６が接続され、前
記真空排気装置１０６に内設したＴＭＰからなる真空排気手段（図省略）とＡＰＣからな
る調圧手段（図省略）により、処理室１０５内を所定圧力に保持する。アンテナ電極103
上部には同軸線路１１１が設けられ、同軸線路１１１，同軸導波管１２５，整合器１０９
を介してプラズマ生成用の高周波電源（第１の高周波電源）１０８（例えば、周波数200
ＭＨｚ）が接続されている。真空容器１０１内の下部にはウエハ１１６を配置可能な基板
電極１１５が設けられている。この基板電極１１５には、アンテナ電極１０３と同様、同
軸線路１５１が設けられ、同軸線路１５１，同軸導波管１５２，電力供給ケーブル１５３
，整合器１１８を介してウエハバイアス電源（第２の高周波電源）１１９（例えば、周波
数４ＭＨｚ）が接続されている。整合器１１８には、ウエハの電圧測定回路１５４が内蔵
されている。同軸線路１５１，同軸導波管１５２は、例えば図２の、電極の高周波伝送部
であり、真空中にある。また、電力供給ケーブル１５３は大気側にある。基板電極１１５
にはウエハ１１６を静電吸着させるための静電チャック機能を兼備し、埋設した静電チャ
ック電極１２４に静電チャック電源１２３がフィルタ１２２を介して接続されている。こ
こで、フィルタ１２２は静電チャック電源１２３からのＤＣ電力を通過させ、高周波電源
１０８，ウエハバイアス電源１１９からの電力を効果的にカットする。
【００７４】
　図２３の装置構成で、ウエハ１１６に発生した電圧と電圧測定回路１５４で測定した電
圧の間に、共振の影響が見られた。そこで、前記最適化設計法を用いて同軸線路１５１，
同軸導波管１５２を最適化すると同時に、図２４に示すように電圧測定回路１５４を整合
器１１８から分離独立させて、同軸線路１５１の直下の大気側に取り付けた。図２３の最
適化前の構成と、図２４の最適化後の構成で、それぞれ、ウエハ電圧を直接測定した値と
電圧検出器の出力を比較した結果を図２５に示す。ウエハバイアスの周波数は４ＭＨｚを
用いた。最適化前は、最低共振周波数がウエハバイアスの周波数より低かったため、ウエ
ハバイアス電力依存性が大きく変化していた。最適化後は、目標の電圧測定精度±５％、
つまり電圧比が１±０.０５の範囲に収まった。これにより、最適化の効果を確認するこ
とができた。
【００７５】
　次に、以上述べた最適化設計法を実施した第二の例を以下に示す。図２６は本発明で使
用したエッチングチャンバの縦断図面である。図２３との違いは、アンテナ電極１０３に
、整合器１０９を通してプラズマ生成用の高周波電源（第１の高周波電源）１０８（例え
ば、周波数２００ＭＨｚ）が接続されているのと同時に、整合器１１２を通してアンテナ
バイアス電源（第３の高周波電源）１１３が接続されていることである。アンテナバイア
ス電源１１３とウエハバイアス電源１１９は位相コントロール部１２０に接続されており
、アンテナバイアス電源１１３およびウエハバイアス電源１１９から出力する高周波の位
相を制御可能となっている。この場合、アンテナバイアス電源１１３とウエハバイアス電
源１１９の周波数は同一周波数（例えば４ＭＨｚ）とした。このシステムは、アンテナ電
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極１０３に現れるアンテナバイアス用高周波の位相とウエハ１１６に現れるウエハバイア
ス用高周波の位相差（例えば１８０°）を制御し、アンテナ電極１０３及びウエハ１１６
に効果的にバイアスが印加できるシステムとなっている。このため、アンテナ電極１０３
の位相を検出する検出器１５６は、アンテナバイアス用整合器１１２に内蔵されている。
また、ウエハ１１６の位相を検出する検出器１５５は、ウエハバイアス用整合器１１８に
内蔵されている。これら二つの位相検出器１５５及び１５６から得られた位相を比較し、
あらかじめ決められた位相差が発生するように、位相コントロール部１２０は、二つのバ
イアス電源１１３および１１９に送る高周波の位相差を決定する。また、制御の信頼性を
上げる為、整合器１０９は、アンテナバイアス電源１１３の周波数をカットするフィルタ
１１０を内蔵している。同様に、整合器１１２は、高周波電源１０８の周波数をカットす
るフィルタ１２１を内蔵している。二つの整合器１０９及び１１２の出力は、同軸ケーブ
ル１５７を用いて合成され、アンテナ電極の高周波伝送系である同軸線路１１１に接続さ
れている。
【００７６】
　図２６の構成において、共振の影響が現れ、ウエハ１１６に発生する高周波の位相とウ
エハバイアスの位相検出器１５５の位相との位相差が、ウエハバイアス電源１１９の出力
によって大きく変化することが発生した。また、アンテナ電極１０３に発生する高周波の
位相とアンテナバイアスの位相検出器１５６の位相との位相差が、アンテナバイアス電源
１１３の出力によって大きく変化することが発生した。ウエハバイアスの位相検出器155
での共振の影響は、前述したように、ウエハ１１６に発生したイオンシース及び高周波伝
送路である同軸線路１５１，同軸導波管１５２，電力供給ケーブル１５３によって発生し
ている。しかし、アンテナバイアスの位相検出器１５６での共振の影響は、アンテナ電極
１０３に発生したイオンシース及び高周波伝送路である同軸線路１１１，同軸導波管125
，同軸ケーブル１５７によって発生している。従って、これら二つの共振は別のものであ
り、別々に対策する必要がある。
【００７７】
　そこで、ウエハバイアスに関しては、図２３から図２４への最適化と同じく、前記最適
化設計法を用いて同軸線路１５１，同軸導波管１５２を最適化すると同時に、図２７に示
すように位相検出器１５５を整合器１１８から分離独立させて、同軸線路１５１の直下の
大気側に取り付けた。また、アンテナ電極に関しても、前記最適化設計法を用いて同軸線
路１１１，同軸導波管１２５を最適化すると同時に、図２７に示すように位相検出器156
を整合器１１２から分離独立させて、同軸線路１１１の直上の大気側に取り付けた。最適
化の効果を確認する為に、図２６の最適化前の構成と、図２７の最適化後の構成で、ウエ
ハ１１６に発生する高周波の位相と、位相検出器１５５での位相との位相差を測定した。
結果を図２８に示す。最適化前は、ウエハバイアスの電力が低下すると位相差が大きくな
っていた。最適化後は、位相差が０±５°の範囲に収まった。これにより、最適化の効果
を確認することができた。
【図面の簡単な説明】
【００７８】
【図１】ウエハバイアスＲＦ電源から電極までに構成される部品のブロック図。
【図２】図１のブロック図の等価回路図
【図３】図１の構成での周波数特性図表。
【図４】図２の等価回路でのシミュレーション結果の図表。
【図５】ウエハバイアスＲＦ電源からプラズマまでの等価回路図。
【図６】図５の等価回路でのシミュレーション結果の図表。
【図７】電極上でのＶppを２０Ｖ一定としたときの周波数特性図表。
【図８】Ｃtotに対するＣelの影響を計算した図表。
【図９】図５の等価回路でのシミュレーション結果の図表。
【図１０】高周波伝送線路のインダクタンスを１／４としたシミュレーション結果の図表
。
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【図１１】同軸の構造を示した図。
【図１２】共振周波数に対する外導体の外径ｃの依存性を示した図表。
【図１３】共振周波数に対する内導体の半径ａの依存性を示した図表。
【図１４】検出器を適切な位置にしたブロック図。
【図１５】検出器を内蔵した整合器を電極に直接接続したブロック図。
【図１６】検出器を電極内部に内蔵したブロック図。
【図１７】共振周波数に対する同軸管の長さＬの依存性を示した図表。
【図１８】共振周波数に対する内導体の半径ａの依存性を示した図表。
【図１９】Reso_LineとReso_shの最適解を示した図表。
【図２０】共振周波数に対するシースの静電容量Ｃshの依存性を示した図表。
【図２１】シースの静電容量Ｃshを２０００ｐＦとしたシミュレーション結果の図表。
【図２２】シースの静電容量Ｃshを１００００ｐＦとしたシミュレーション結果の図表。
【図２３】第一の実施の形態であるプラズマエッチング装置を示す概略図。
【図２４】第一の実施の形態を最適化したプラズマエッチング装置を示す概略図。
【図２５】ウエハ電圧を直接測定した値と電圧検出器の出力を比較した図表。
【図２６】第二の実施の形態であるプラズマエッチング装置を示す概略図。
【図２７】第二の実施の形態を最適化したプラズマエッチング装置を示す概略図。
【図２８】ウエハに発生する高周波と位相測定回路との位相差を測定した図表。
【符号の説明】
【００７９】
　１０１…真空容器、１０２…誘電体窓、１０３…アンテナ電極、１０４…処理容器、
１０５…処理室、１０６…真空排気装置、１０７…ガス供給装置、１０８…プラズマ生成
用高周波電源、１０９，１１２，１１８…整合器、１１０，１２１，１２２…フィルタ、
１１１，１５１…同軸線路、１１３…アンテナバイアス電源、１１４…磁場発生用コイル
、１１５…基板電極、１１６…ウエハ、１１９…ウエハバイアス電源、１２０…位相コン
トロール部、１２３…静電チャック電源、１２４…静電チャック電極、１２５，１５２…
同軸導波管、１２７…真空シール材、１５３…電力供給ケーブル、１５４…電圧測定回路
、１５５，１５６…位相検出器、１５７…同軸ケーブル。
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